ミツイ グミ オオモトカタ ノ ショキ ノ ケッサン チョウボ ショキ ノ ニキ ソウモクロクチョウ ノ コウゾウ ト ナイヨウ ノ ケントウ ヤマモト タカオ キョウジュ タイショク キネンゴウ by 飯野 幸江 et al.















Study on Structure and Contents of Closed Accounts in Mitsui 
 







組大元方では明治 7（1874）年に第 1 期の決算帳簿『二季惣目録帳』が作成され、それは明
治 26（1893）年に三井家同族会が新たな統轄機関として三井組大元方にとって代わられるま
で、19 年にわたって作成された。 





























れた。『二季惣目録帳』は、明治 7（1874）年に第 1 期のものが作成され、明治 25（1892）






期）、明治 8（1875）年下期（第 4 期）、および明治 9（1876）年上期（第 5 期）の『二季惣
目録帳』を紹介している 3)。岩崎（1972）においては、『二季惣目録帳』の内容についての
検討・分析が充実している一方、会計学的な視点からの検討・分析は必ずしも十分とは言え
ない。また、三井文庫（1977）では、明治 7（1874）年上期（第 1 期）から明治 8（1875）年




















東京大元方の設立は、明治 4（1871）年 10 月に制定された『規則』よって定められた。『規
則』によれば、京都大元方と東京大元方は同等とされ、形式上の両者の違いは管轄区域だけ
であった 8)。東京大元方は、明治新政府樹立による東京の政治的比重の高まりから、三井に
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同様に、三井全体の決算帳簿としての性格を持つものであった。『二季惣目録帳』は、明治
7（1874）年から明治 25（1892）年までの 38 期分が作成され、現存している。決算日は 6 月
30 日と 12 月 31 日の年 2 回であり、会計期間は半年である。ただし、第 1 期は明治 4（1871）
年 10 月から明治 7（1874）年 3 月 31 日まで、第 2 期は明治 7（1874）年 4 月 1 日から明治 7
（1874）年 12 月 31 日までとなっている。『二季惣目録帳』が作成されたのは明治 7（1874）
年からであるが、第 1 期の会計期間の期首が明治 4（1871）年 10 月となっていることから、
『二季惣目録帳』には東京大元方設立以降の取引が含まれていることがわかる。 
 『二季惣目録帳』は 2 冊あり、1 冊に明治 7（1874）年から明治 16（1883）年下期までの
20 期分、もう 1 冊に明治 17（1884）年上期から明治 25（1892）年下期までの 18 期分が記載
されている。『二季惣目録帳』は、正本と副本が 1 冊ずつ作成された。『二季惣目録帳』の






   明治十二年上半季 
    大元方勘定目録 
    〆 




   十五年七月」13) 
 
 これによれば、『二季惣目録帳』は、明治 15（1882）年上期から正本と副本を 1 冊作成す
ることとしている。表紙は『大元方勘定目録』とし、三井組大元方が正本、京都の西京大元




 明治 7（1874）年から明治 9（1876）年までの 6 期分の『二季惣目録帳』は、①勘定残高集
計部分、②損益計算部分 および③利益処分計算部分から構成されている 15)。 
 
 








表 1 は、第 1 期『二季惣目録帳』の勘定残高集計部分を整理したものである。 
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（出所）『壬明治五年 至同十六年十二月 二季惣目録帳 申正月吉日』三井文庫所蔵史料、別 2015、 
および三井文庫（1977）『三井事業史 資料篇二』三井文庫、631～634 ページから作成。 
（単位：円）








大坂座普請金貸　無利足 2,000.0000 大坂店為替差引残高 79,073.9391












































































 表 2 は、第 1 期『二季惣目録帳』の損益計算部分を整理したものである。 
 













（出所）『壬明治五年 至同十六年十二月 二季惣目録帳 申正月吉日』三井文庫所蔵史料、別 2015、 
および三井文庫（1977）『三井事業史 資料篇二』三井文庫、631～634 ページから作成。 









 表 3 は、第 1 期『二季惣目録帳』の利益処分計算部分を整理したものである。 
 
（単位：円）














合計 308,753.5913 合計 308,753.5913
臨時諸入費払方
払　方 入　方
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大元方は明治 4（1871）年 10 月に設立されてから、第 1 期『二季惣目録帳』が作成されるま


























の 2 面から当期純利益が算出されている。 
 
3.3 『二季惣目録帳』の内容 
 『二季惣目録帳』の内容上の特徴は、資本金がないことである。第 1 期『二季惣目録帳』
の「入方」は負債と収益で構成され、資本項目がない。これは明治 4 年 10 月に東京大元方が
設立された時に、資本金に相当するものがなかったためである。 


























































1)  三井家では一族のことを同苗といった。同苗は本家と連家から構成されており、その数は 9～11 軒
の間で推移していた。 
2)  安岡重明（1970）『財閥形成史の研究』ミネルヴァ書房、pp.315-331。 
3)  岩崎宏之（1972）「明治期における三井家大元方制度の構造とその機能」『三井文庫論叢』第 6 号、
pp.12-15 および pp.27-30。 
三井組大元方の初期の決算帳簿～初期の『二季惣目録帳』の構造と内容の検討～ 飯野 幸江  63 
4)  三井文庫（1977）『三井事業史 資料篇二』三井文庫、pp.631-643。 
5)  『同上書』pp.689-690。 
6)  河原一夫（1977）『江戸時代の帳合法』ぎょうせい、pp.290-292。 
7)  三井文庫（1980）『三井事業史 本篇第二巻』三井文庫、pp.159-168 および pp.200-205。 
8)  『規則』三井文庫所蔵史料、本 1219-3、および三井文庫（1977）『前掲書』pp.316-319。 





学研究論集』第 49 巻第 2 号、pp.31-47、および「東京大元方の会計帳簿－明治時代初期における三









15) ただし、明治 8（1875）年下期の『二季惣目録帳』は、損益計算部分の記載しかない。 
16) 「大元方取調向申渡」『明治六年五月申渡改正規則』三井文庫所蔵史料、本 1255-8、および三井文
庫（1977）『前掲書』pp.331-332。 
17) 明治 4（1871）年から明治 7（1874）年までに東京大元方で作成された会計帳簿と思われるものを、
三井文庫（2001）『三井文庫所蔵史料（第 8 集） 主要帳簿目録（大元方等作成分）』から大雑把










会計理論」『京都大学経済学会・経済論集』第 150 巻第 1 号、p.52）。 
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